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１．2020（令和 2）年度 事業総括 

 当法人の定款に掲げる事業の多くは、「川西市市民活動センター」「川西市男女共同参画センタ

ー」の指定管理事業の中で実施しており、法人設立 16年目の 2020（令和 2）年度も、主軸の

事業は指定管理事業となった。 

 指定管理事業では、第 3期：5年間（2018(平成 30)年度～2022(令和 4)年度）の 3年次の事業

を実施した。第 3期は「人を育む施設」との思いをさらに深く込めて、以下の 5つの方針で、

業務にあたっている。（※【参考】第 1期：2010(平成 22)年度～2012(平成 24)年度（3年間）、

第 2期：2013(平成 25)年度～2017(平成 29)年度（5年間）） 

================================================================================== 

 テーマ  第3期：「“場”は人が創り、人は“場”で育まれる」 

2020（令和2）年度：「『笑顔』と『ありがとう』に満ちた“場”に…」 

 5つの方針 

(1) 川西市内での社会貢献活動の促進、男女共同参画社会づくりの推進のために、「市民

的自発性」を醸成し、「多様で自由で豊かな生き方」を涵養する「場」として、併設

館の特徴を活かした事業を展開する。 

(2) 公共目的で設置された施設の存在理由に鑑みて、「量的公平性」のみならず「質的公

平性」にも配慮するなど、常にバランスを保った運営管理に努める。 

(3) 「市民」目線、「利用者」視点に立った利便性のあるサービス提供を心がけるととも

に、引き続き「民間」視点での経営効率化を図っていく。 

(4) 「“施設”を活かすのは“人”」とのコンセプトのもと、魅力ある「場」創りを継続

しつつ、様々なメディアを使った対象者別の効果的な PR で、さらなる利用を促して

いく。 

(5) 施設の利用者を育む「場」であるだけでなく、働くスタッフも育まれる「場」となる

べく、ゆとりあるスタッフ配置・待遇で、施設の「持続可能な運営管理」をめざす。 

================================================================================== 

・ 「川西市市民活動センター」「川西市男女共同参画センター」の指定管理事業詳細について

は、2021(令和 3)年夏頃に発行の「2020（令和 3）年度 事業概要」にて報告予定で、「事業

概要」は発行後に会員に送付するので、ここでは事業の概略だけを記載する。 

・2020（令和 2）年度は、「新型コロナウイルス感染症」のパンデミックで、日本国内に留ま

らず世界中が 100年に一度の災禍に見舞われた 1年となった。当法人も主軸の指定管理事

業を含め、その影響は免れ得なかった。一方で、「新しい生活様式」が提唱され、そのなか

で可能性を探りながら新たな手法やテーマにも取り組んでいった。 

・ 両センター事業では… 

まず、センターの WEBサイト改修事業がある。1年間かけて行った結果、10年経った

初期 WEBサイトでは PC対応のみだったのがスマホ対応にもなり、見やすく使いやすい

ものとなった。（別途改修用予算アリ・業務依頼先「NPO法人コミュニティリンク」） 

次に、利用者（市民）自らが、センターの設備の使い方を話しあい、ルールを決める

取り組み「みんな納得のルールづくり」（「ロッカーの使用ルールを話しあう会」）が挙

げられるだろう。2013（平成 25）年 2月 27日に初めて、ファシリテーターの青木将
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幸さんにお越しいただき、無秩序だったセンターのロッカーの使い方について話しあ

い、ルールを創った。このような取り組みを当センターでは「利用者自治」と呼んで

いる。以後、毎年度、話しあいを重ねてルール更新をしてきたが、2020（令和 2）年

度は難しい案件が出てきたので、再び、青木将幸さんにお越しいただき、当日はコロ

ナ禍の影響もあり、対面型とオンラインとを組み合わせたハイブリッド型での話しあ

いを実施した。結果、利用者が自ら創った新たなルールが追加された。 

・ 市民活動分野では… 

コロナ禍での新しい手法の工夫として、「Zoom のホスト体験セミナー」「どうする？！

ウィズコロナ時代の交流の場づくり」講座や、このような時こそ真正面から取り組み

たいテーマとして「もしもの時のこと、今だからこそ考えてみる」講座・ワークショ

ップの実施のほか、講座会場をキャンプ地に見立てたトークセッション「今後のまち

の在り方を探る」などを実施した。また、「市民のアドボカシー活動への促しを意図し

た、議会傍聴とセットの講座「議会と私たちの暮らしの関係」は、川西市市議会事務

局との協働で継続開催した。 

・ 男女共同参画分野では… 

川西市に「パートナーシップ宣誓制度」が導入されたのに合わせた講座や、「女性に対

する暴力をなくす運動」（DV防止週間）に合わせて「パープルリボンづくりをしなが

ら話しませんか」を「カフェ・パレット」の発展形で実施したほか、「DVはなぜおこ

る？コロナ禍での対応は？」（オンライン）講座も同時期に開催した。 

コロナ禍で急速にニーズが生まれた ICT社会へのフォローとして、「今こそ知りたい、

これからの在宅ワーク」「今からでも大丈夫！スマホの使い方講座」などを実施した。

また絵本などの読み聞かせの「おはなしゆめじかん」は、対面型からオンライン型に

切り替えて継続した。その他、男女共同参画啓発講座の実施多数。 

・ 公的機関との連携として… 

川西市「生涯学習短期大学レフネック」との連携や、兵庫県「阪神シニアカレッジ」

受講生のセンター見学は、「新型コロナウイルス感染症」の影響で実施できなかった。

川西市中心市街地活性化協議会が実施する「川西まちなか美術館」との連携も中止と

なったが、代替で前年度の「アーティストさんと会って話そう！」のモデレーターの

田中郁后さんと一緒に「アート×まちづくりの舞台裏」を実施した。 

 新規事業では、「コロナ禍でもアキラメナイ！～ICT 機器の活用による市民活動支援事業～」

がある。これは「川西市市民協働事業補助金」を申請して実施したものである。新型コロナウ

イルス感染症」パンデミックの影響で、活動継続を諦めかけていた団体に、ICT 機器や会議ソ

フトについて情報提供し、使いこなしのサポートをしたことで、活動停止や活動終了を回避す

ることができた。また、①オンライン、あるいは②対面とオンラインのハイブリッド型での運

用で、対面型ではコスト面で取り組みにくかった活動が可能にもなった。このように、コロナ

禍で生じるさらなるデジタルデバイドの減速に少しは寄与できたのではないか。さらに、サポ

ートした団体の活動内容が、川西市における市民力エンパワメントにもつながっている。 

 「NPO 大学・マナビ塾 2020」については、長年の実施主体であった「(現)認定 NPO法人 CS

神戸」より 2015（平成 27）年度からバトンを受け、引き続き「ひょうごボランタリー基金」

中間支援活動助成（基本事業）を受け、全県事業として実施した。 
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 「NPO 共済制度の創設めざして」は、2018（平成 30）年度からの継続事業で、「ひょうごボラ

ンタリー基金」中間支援活動助成（企画立案事業 ※同一事業では最終年度）を受け実施した。

この事業では、中間支援 NPOが「NPOの中間支援組織」から「公益の中間組織」(※)へと転換

を図り、「共生につながる支援力」を充実させることをめざしている。 (※)「中間支援組織の 20

年」より引用。具体的には、NPO業界を牽引するリーダーや NPOで働くスタッフのために、安価

な掛金で充実した保障の共済制度を兵庫県発で創設する提案である。3年間の活動の結果、制

度の創設は、さまざまな条件から困難で断念したが、類似の制度が多くあることが分かり、最

終年度として、それらを紹介する「動画」と「小冊子」の作成ができた。また「動画」のイン

タビューでは、県内で活躍する NPO法人などのかたがたの貴重な意見やアドバイスをいただく

ことができた。そのことで、この啓発内容の根源的な問題に触れることもできて非常に有意義

であった。さらに、現在、「全国 NPO事務支援カンファレンス」が「NPONGO共済制度」の創設

で動いており、その活動に連動していくことになった。 

 独自の自主事業で、従来からの特徴的な取組みとして「つながりカフェ」がある。この「まち

づくり井戸端会議」ラウンドテーブルは、2021（令和 3）年 3月度で第 180回を迎えた。「新

型コロナウィルス感染症」の影響を受けて、中止や時間短縮の回もあったが、「個人の立場で

参加・出入り自由・テーマなし」の気楽なスタイルでのリアル型実施を継続している。 

 ｢つながりカフェ」の経験と実績を生かしてサポートしている猪名川町での「つながり～いな

☆カフェ」（2012 (平成 24)年 11月から実施：現在は数名の有志で自主運営）は、対面型とオ

ンライン型を使い分けて実施した。「川西市テーマ型協働事業」で実施してきた「まちづくり

ラウンドテーブル」は、最初、川西市けやき坂での「つながる けやき坂」（2015(平成 27)年 2

月はセンター事業で実施・引き継いで 2015(平成 27)年度「川西市テーマ型協働事業」）から始

まった。その後、「つながりづくり in 多田東」（2016(平成 28)年度）、「つながりづくり in 北陵」

（2017(平成 29)年度）、「つながりづくり in 桜小地区」（2018(平成 30)年度）、「つながりづく

り in 久代」（2019(平成 31)年度）と続いてきたが、2020(令和 2)年度は、「新型コロナウイル

ス感染症」の影響で見送られた。 

 また、2005（平成 17）年 4月 25日、法人設立 3日後に起こった JR 福知山線列車事故におい

ては、事故直後から主に負傷者とその家族等を対象に被害者支援活動を行ってきた。「中間支

援」機能を活かしたサポートは、事故から 16年を経ても各所から高く評価されている。 

 2014（平成 26）年の夏に移転した事務所では、そのスペースを活かして「コワーキング」的

な事業を行っており、利用が徐々に増えている。専門家による「コンサルティング」や「カウ

ンセリング」での利用のほか、女性の起業家で活動場所を求めているケースでの利用も増加し

ている。加えて、「利用パートナー」制度を設け、事務スペースの共用化も図っている。 

 このように、2020（令和 2）年度も、充実した自主事業を行うことができた。（詳細はこれ以

降のページに記載） 

 

 

 

2020（R2）年度 

様々な事業 
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２．2020（令和 2）年度 事業実施体制 

 

（１）総会・理事会 

① 通常総会（第 15 回） 

・開催日 2020（令和 2）年 5月 31日（日）書面開催（COVID-19パンデミックのため） 

・開催場所 法人事務所 

・出席者 議長（1 人）・議事録署名人（2人） 

・議事内容 2019（平成 31）年度（第 15期）事業報告・決算報告の承認について 

役員の選任 

2020（令和 2）年度（第 16期）事業計画・活動予算の報告 

② 理事会 

＜第 1回理事会＞ 

・開催日 2020（令和 2）年 5月 31日（日）書面開催（COVID-19パンデミックのため） 

・開催場所 法人事務所 

・出席者 5人（本人出席：1人） 

 

 

（２）会員 

① 正会員（30 人） 

・個人会員：26人 

・団体会員(企業)：1 団体 ／ 団体会員(非企業)：3団体 

 

② 賛助会員（29 人） 

・個人会員：22人 

・団体会員(非企業)：7団体 
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（３）役員 

・理事長 三井ハルコ 

・理事  久 隆浩 （近畿大学 総合社会学部 教授） 

嶋﨑眞二 （和泉屋勘兵衛 建築デザイン室 代表） 

佐野惠美子（SANO企画・画廊シャノワール 代表） 

吉岡博充 （特定非営利活動法人 市民事務局かわにし 事務局長） 

・監事  横田信之 （横田信之税理士事務所 代表） 

津久井 進（芦屋西宮市民法律事務所 弁護士） 

 

（４）事務局体制 ＜2020（令和 2）年度＞ 

＜法人事務局＞ 

・総事業統括  三井ハルコ 

・事務局長   吉岡博充 （2019/6-）（2017/9-入職） 

・事業マネージャー 吉尾 豊 （2019/6-）（2018/4-入職） 

・事務局スタッフ 藤森啓子 （2010/4-入職） 

三宅紀代子（2018/3- 会計・税務）（2010/4-2013/3、2016/11-入職） 

赤木牧子 （2017/10-入職）※旧姓：西村 

中山 恵 （2019/1-入職） 

岡田孝子 （2020/4-入職） 

 

＜指定管理事業＞（川西市 市民活動センター・男女共同参画センター） 

・センター長  三井ハルコ：全般（週 5日） 

・運営マネージャー 藤森啓子：主に男女共同参画担当（週 5日） 

・運営マネージャー 赤木牧子：主に市民活動担当（週 5日） 

・常勤スタッフ   吉尾 豊：主に市民活動担当（週 4日）（2020/1- 非常勤 → 常勤） 

・常勤スタッフ  岡田孝子：主に男女共同参画担当（週 4日）（2020/4- 常勤） 

・非常勤スタッフ 三宅紀代子：会計・税務も担当（週 2日程度） 

・非常勤スタッフ 中山 恵（週 2日程度） 

・非常勤スタッフ 吉岡博充（週 2日程度）（2020/6- 常勤 → 非常勤） 

・専門相談員  2名：｢女性のための相談」担当 ※業務の秘匿性のため氏名掲載せず 

・スーパーバイザー 小川真知子（NPO法人 SEAN 理事長） 

・ICTアドバイザー 中西雅幸（NPO法人コミュニティリンク理事長） 
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３-１．2020（令和 2）年度 事業概略（定款に掲げる事業） 

 
（１）情報収集･提供事業 

① 地域のさまざまな情報を収集し、WEB サイト・ブログなどで情報を提供 

② 会員向けニューズレター等の発行 

③ 指定管理事業内で、両センターへ寄せられる情報を分かりやすく集約し、センター

内の様々な情報（図書・資料・チラシ・パンフレット・DVD・ビデオ等）も提供 

 

（２）ネットワーキング事業 

① ｢つながりカフェ」（「まちづくり井戸端会議」交流つどい場）を実施 

② ｢関西 NPO 支援センターネットワーク（KNN）」に参画 

③ ｢ソーシャルビジネス支援ネットワークかわにし」（日本政策金融公庫）で連携事業 

④ その他各組織とのネットワーキング 

⑤ 指定管理事業内で、様々な交流会を実施 

 

（３）相談･支援事業 

① ｢市民活動・NPO・起業サポート相談」の実施 

② JR 福知山線列車事故 被害者支援 

③ ｢つながり～いな☆カフェ」（猪名川町での「まちづくり井戸端会議」）の運営支援 

④ ｢つながりづくり in 久代」（川西市久代地域での「まちづくり井戸端会議）の運営 

⑤ ｢ICT 機器の活用による市民活動支援事業｣の実施（川西市市民協働事業補助金） 

⑥ 指定管理事業内で、「市民活動・NPO・起業サポート相談」や「女性のための相談」

等実施 

 

（４）啓発事業 

① 指定管理事業内で、公益的な社会貢献活動や男女共同参画に関する講座を実施 

 

（５）人材育成事業 

① ｢NPO 大学・マナビ塾 2020」の実施（ひょうごボランタリー助成） 

② 指定管理事業内で、両センター事業の講座・交流会・相談などで実施 

 

（６）政策提言･調査事業 

① ｢NPO 共済制度の創設めざして」として NPO スタッフの働き方改革を提案 

② さまざまな課題案件について、市・県などの担当所轄部局と協議・提言 

③ ｢川西市キセラ川西エコまち協議会みどり部会｣に副部会長として参画 

④ ｢川西市参画と協働のまちづくり研修：実践編」で参画 

⑤ 指定管理事業内で、｢川西市新任主任の職員研修」を実施 

⑥ 指定管理事業内で、｢川西市参画と協働のまちづくり推進会議」に陪席 

⑦ 指定管理事業内で、｢川西市男女共同参画審議会」に陪席 

 

（７）施設管理･運営事業 

① 川西市市民活動センター・川西市男女共同参画センターの指定管理事業の実施 
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３-２．2020（令和 2）年度 事業内容 

 
※指定管理事業「川西市市民活動センター」「川西市男女共同参画センター」事業詳細については

2021 (令和 3)年夏発行の「2020（令和 2）年度 事業概要」にて報告 
 
（１）情報収集･提供事業 

① 地域のさまざまな情報を収集し、WEB サイト・ブログなどで情報を提供 

・法人用 WEBサイトのリニューアルは悲願だが、諸事情から 2020（令和 2）年度も着手できな

かった。 

 

② 会員向けニューズレター等の発行 

・法人会員向けニューズレター等は発行できなかったが、お知らせなど気軽な報告を心掛けた。 

   

③ 指定管理事業内で、両センターへ寄せられる情報を分かりやすく集約し、センター内の

様々な情報（図書・資料・チラシ・パンフレット・DVD・ビデオ等）とともに提供 

・センター事業においては、WEBサイト・ブログ・LINE・facebookで有用情報を提供するほか、

各所からの配布物など豊富な情報を効果的に提供した。また WEBサイトを 10 年ぶりにリニ

ューアルし、スマホ対応も可能となった。 

・センター事業では、「センター情報紙」の発行を年に 2回行い、社会貢献活動や男女共同参

画にまつわる記事提供や、センター利用登録グループの紹介などを積極的に行った。 

 

（２）ネットワーキング事業 

① ｢つながりカフェ」（「まちづくり井戸端会議」交流つどい場）を実施 

 

 

 

 

 
 

・「つながりカフェ」は、法人設立１年後の 2006（平成 18）年 3月から 15年間にわたり実施

している当法人の特徴的な事業である。「個人の立場で参加」「出欠連絡不要」「テーマなし」

など自由な雰囲気の「まちづくり井戸端会議」を継続開催した。 

・参加者は、常連のかた・久しぶりのかた・初めてのかたなど様々で、年代・性別・属性も多

岐にわたっている。毎回、話題も異なり、話が尽きることがなく、多くのかたがたに好評で

ある。一方で「つながりカフェ」の参加者は、市の公募委員に応募したり、パブリックコメ

ントに参加したりするケースが多く、市民参画の「土壌づくりの場」ともなっている。 

・また、市内外で新たな「まちづくり井戸端会議」の場をつくる際には、「つながりカフェ」

をモデルとしている。（参加者数：232人 ※メーリングリスト登録者数） 

 

 

 

 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 原則 第 3木曜日 18:30-20:30 収益 参加費   7,500 

場所 川西市市民活動センター 費用 部屋代   3,000 

茶菓代       0 回数 12回（第 169回～第 180回）※第 169回・170回は中止 

人数 延べ 75人／年 
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② ｢関西 NPO 支援センターネットワーク（KNN）」に参画 

 

 

 

 

 

 

・「KNN」は、2005（平成 17）年度～2014（平成 26）年度まで「大阪ボランティア協会」が事

務局を担ってきた連絡体である。結成 10年が経過し状況も変化してきた 6年前、KNNの意

義・役割・今後のあり方を 1年間かけて話しあった。その結果、2014（平成 26）年度以降

は「年度幹事制」の自主運営型で継続することになった。 

・その初年度「年度幹事」を「NPO法人市民ネットすいた」（柳瀬真佐子さん・春貴勇力さん）

と当法人（三井ほか）が担い、緩やかな「つながり」が継続するような運営を図った。 

・「年度幹事」の主な活動は、年に１回の定例会と 2回程度の研究会の企画・開催で、2014（平

成 26）年度は、2015（平成 27）年 1月 8日に、吹田市立市民公益活動センターにて、定例

会と研修（講師：久隆浩先生）を合体させ実施した。 

・その後もネットワークは継続しているが、2020（令和 2）年度は「新型コロナウイルス感染

症」の影響で、活動はメーリングリスト上での情報交換等に留まった。 

 

③「ソーシャルビジネス支援ネットワークかわにし」（日本政策金融公庫）で連携事業 

・日本政策金融公庫では「地方公共団体、地域金融機関、NPO支援機関等と連携し、経営課題

の解決を支援するネットワークの構築」に取り組んでおり、「ネットワークを構成する各支

援機関の施策・サービスをワンストップで提供するとともに、経営支援セミナーや個別相談

会の実施により、法人設立、事業計画の策定、資金調達、人材育成といったソーシャルビジ

ネスの担い手が抱える経営課題の解決」の支援を展開中である。 

・当法人も、2015（平成 27）年に、神戸創業支援センターから声をかけていただき、2015（平

成 27）年 12月に、日本政策金融公庫（尼崎支店）・川西市（産業振興課）・川西市商工会・

当法人を構成団体とする「ソーシャルビジネス支援ネットワークかわにし」が発足している。 

・2020（令和 2）年度は、「新型コロナウイルス感染症」の影響で具体的な動きはできなかっ

たが、2021（令和 3）年度に向け、川西市市民活動センター事業との連携事業（ソーシャル

ビジネス支援）の企画を進めていった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 

場所 

・2020（R2）/4月「アンケート」（「新型コロナウイ

ルス感染症」の影響による NPO及び多様な市民活

動の救済措置の要望を聴く）に協力 

※「新型コロナウイルス感染症」の影響で特にナシ 

収益 

費用 

参加費 
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④ その他、各組織とのネットワーキング 

＜「ひょうご子育てコミュニティ」＞ 

・当法人は、2009（平成 21）年度～2012（平成 24）年度まで、兵庫県から「NPOと行政の子

育て支援会議 運営事業」（緊急雇用就業機会創出事業を活用したコーディネーター設置事業）

を受託した。この事業受託時に、三井（当時、副理事長・事務局長）が「NPO と行政の子育

て支援会議」の幹事に就任したことで、その後も連絡体との連携が継続している。 

・2013（平成 25）年度からは、兵庫県の子育て支援における民官協働の連合体の「在り方」

や「今後」を考える場を持った。その際、三井は副代表幹事として 2年間にわたって関わり、

新たなスタートを切るための基礎固めを支えた。結果、「NPOと行政の子育て支援会議」か

ら「ひょうご子育てコミュニティ」への名称変更や、規約・事業内容などの改変もスムーズ

に執り行われ現在に至っている。副代表幹事の任務は 2014（平成 26）年度中に任期満了と

なり解かれたが、2020（令和 2）年度も引き続き幹事として在籍している。 

・なお、2015（平成 27）年度より県内各地を回って開催することになった「ひょうご子育て

支援メッセ」は、2020（令和 2）年度は「新型コロナウイルス感染症」感染拡大に配慮しつ

つ西宮神社を会場に開催された。（当法人は別事業があり欠席） 

 

＜「ひょうごコミュニティ財団」＞ 

・2011（平成 23）年度、2012（平成 24）年度に、内閣府が「新しい公共支援事業」の一環で、

「中間支援組織」を中心に NPO等の支援を都道府県単位で行った。兵庫県では「地域づくり

活動支援事業」として実施され、その際に、県内 5つの中間支援 NPO法人と ICT系 NPO法人

との 6団体で、「NPO 等イメージアップ作戦事業（寄附募集支援事業）」を受託し、兵庫県に

おける「市民基金（ファンド）」の仕組みの構築や寄付文化の醸成に取り組んだ。 

・2013（平成 25）年度からは、「公益財団法人 ひょうごコミュニティ財団」としてスタート

し、三井（当時、副理事長・事務局長）が評議員に就任し、現在に至る。 

 

⑤ 指定管理事業内で、様々な交流会を実施 

・センター事業において実施してきた「市内 NPO法人ネットワーク交流会」「利用登録グルー

プ交流会」やセンター周年行事である「フェスタ」の準備時の話しあい等は、コロナ禍で集

まることが困難で中止した。一方、Zoomを使った交流会に試験的に取り組んでいる。 

 

（３）相談･支援事業 

① 「市民活動・NPO・起業サポート相談」の実施 

・「インテイク」と呼ばれる相談の最初の段階から初歩的な内容までは、指定管理事業の「川

西市市民活動センター」事業内「市民活動・NPO・起業サポート相談」で無料対応し、継続

性や専門性が必要な段階で、法人事業として一部有料で対応した。 

・新事務所のスペース（CCスペース）を活用した「専門家」相談の充実にも努めている。 

 

② JR 福知山線列車事故 被害者支援 

■「語りあい、分かちあいのつどい」の開催（原則第 1土曜日午後：通算 185 回） 

■「総合情報相談」（各機関との連携やコーディネート）（随時） 



10 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 原則 第 1土曜日 14:00-16:00 収益 参加費   5,400 

場所 川西市市民活動センター 費用 部屋代   3,150 

茶菓代       0 回数 12回（第 174回～第 185回）※第 174回・175回は中止 

人数 延べ 27人～／年 

 

・JR福知山線事故は法人設立 3日後に起こったが、その被害者支援活動を継続して実施した。 

・事故から 16年が経ち、「語りあい、分かちあいのつどい」は 2021（令和 3）年 3月 6日で第

185回となった。当該年度は「新型コロナウイルス感染症」の影響で場所の利用制限があっ

て止む無く中止の回もあった。しかし、この場が在ることが、体や心に傷を負ったかたがた

の心の安寧につながり、「生き続ける」勇気への一助となっていることを実感している。 

・目まぐるしい社会変動とともに事故の風化がさらに進むなか、今なお初めてアクセスしてこ

られる被害者もあるなど、「ともし続ける灯り」を掲げる意義は大きい。今後も変わらず、

地域の総合的な相談窓口の役割・機能を果たしていきたい。 

・負傷者やその家族などに対する、これらの地道なサポート活動が一つの契機となり、2012

（平成 24）年度からは、国土交通省 総合政策局 安心生活政策課（現在はバリアフリー政

策課）管轄で「公共交通事故被害者支援室」が開設された。そこでは遺族だけでなく負傷者

やその家族の視点も含んだ支援事業が行われつつある。これは、日本における大規模公共交

通事故の被害者への公的支援施策において画期的なことであり、支援事業に「負傷者視点」

の柱が立てられたことへの当法人の貢献度は極めて高いと言える。 

・また、兵庫県こころのケアセンターは、負傷者の心的外傷後ストレス障害（PTSD）の症状な

どのアンケート調査を過去にも実施しているが、2018（平成 30）年度には、「質的」分析で

対面インタビューの聴き取り調査がなされた。その調査前に、加藤 寛センター長から当方

へ、調査の時期や内容、その妥当性などについて事前相談があった。 

・このような「間に立ってつなぐ」中間支援機能を活かした「被害者サポート」は今までにな

かっただけに、当初、その立場や役割への理解が得られないことが多々あった。しかし、16

年を経て、有用性・必要性や重要性への評価を得られるようになった。今後も、一つのモデ

ルとして、国益に結びつく事業を継承していきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

③ ｢つながり～いな☆カフェ」（猪名川町での「まちづくり井戸端会議」）の運営支援 

 

 

 

 

 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 原則 第 2金曜日 10:00-12:00／18:30-20:00 収益 参加費  0 

場所 日生中央サピエ空き店舗・Zoom（オンライン会議ツール） 費用 部屋代  0 

茶菓代  0 回数 12回（第 90 回～第 101回）※第 90回・91回は中止 

人数 延べ約 733人／8年間（2020年度 73人） 
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・2011（平成 23）年度、2012（平成 24）年度に、内閣府が「新しい公共支援事業」の一環で、

都道府県単位の支援策を執り行った。兵庫県では「地域づくり活動支援事業」として実施さ

れ、当法人は 2012（平成 24）年度に、「NPO等カフェ支援事業」を受託して、川西市の北部

に位置する猪名川町域において、将来的な中間支援組織の設立も視野に、人が集まって色々

な話ができる「場づくり」支援の事業を行った。 

・事業では、当法人が継続実施している「つながりカフェ」（まちづくり井戸端会議）をモデ

ルとして実施した結果、「つながり～いな☆カフェ」という名称で定例化する場が生まれた。 

・その後、2013（平成 25）年度は、「ひょうごボランタリー基金助成」制度の「中間支援活動

助成」事業で、「“つながりカフェ”リアル化事業」として、猪名川町での「つながり～いな

☆カフェ」の運営サポートを継続し、また、このような「つながりの場」が常時持て、支援

ができるよう、当法人の事務所移転構想も含んだ事業を実施した。 

・立上げ当初の目標の 1つの「将来的な中間支援組織の設立」については、「中間支援」役割

に興味を持つメンバーがあり、猪名川町の担当行政職員とも話しあい、猪名川町施策の「い

ながわベース」や、任意組織の「いながわリンク」とも連携しつつ後方支援を継続している。 

・これらの経緯を経て、「つながり～いな☆カフェ」は現在、数人の有志メンバーで緩やかに

運営されており、時折、具体的な案件が生じた時にミーティングを持っている。2018（平成

30）年度 4月からは、開催日を偶数月：夜、奇数月：午前として継続中である。 

・このように主に猪名川町域においての「つながりを創る場」として良循環の活動が継続する

よう、引き続きサポートしている。（メーリングリスト参加者数：102人） 

 

 

 

 

 

 

 

④ ｢つながりづくり in○○」（コミュニティでの「まちづくり井戸端会議」）の運営 

 

 

 

 

 

 

・2015（平成 27）年度から、「川西市テーマ型協働事業」として、川西市と一緒に「まちづく

りラウンドテーブル」事業を実施している。この事業は、市域の「コミュニティ推進（連絡）

協議会」（小学校区単位）の住民を対象に、「地域自治」の意識醸成を図るため、その土壌づ

くりとして「まちづくり井戸端会議」の開催や運営のお手伝いをするものである。 

・2019（平成 31/令和元年）年度は、開催希望のあった「久代小学校区コミュニティ推進協議

会」と一緒に企画した。しかし、第 2回、第 3回は「新型コロナウイルス感染症」の影響で

中止となった。その流れを受けて、2020（令和 2）年度に再チャレンジも検討したが、「新

型コロナウイルス感染症」パンデミックの影響で延期となっている。 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 「新型コロナウイルス感染症」の影響で中止 収益 謝金     － 

場所 実施できず 費用        － 

回数 3回 

人数 0人 
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・この事業の経緯として、2014（平成 26）年度、「けやき坂」での地域ニーズを感じて、2015

（平成 27）年 3月 14 日「けやき坂公民館」を会場に、「川西市市民活動センター事業」出

張講座として、個人の立場で気軽に参加できる「まちづくり井戸端会議」を実施したことに

端を発する。その後「川西市テーマ型協働事業」制度で市と協働で継続開催し、住民の世代

間交流や「新しいつながり」のきっかけづくりをサポートしてきている。 

・この事業のベースには、当法人が 14年間継続実施している「つながりカフェ」のノウハウ

があり、近畿大学教授の久 隆浩先生（前理事長）による、「まちづくり」や「まちづくり井

戸端会議」に関するミニレクチャーも行っている。 

・この事業で起こした「場」を、今後、参加者自身がどう運営し活用していくか、また自治会

やコミュニティ組織と融合できるような「地域自治」の機運が醸成できるか、さらに、地域

活動の「ネットワーク型運営」に結びついていくか、などが当面の課題となっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ ｢ICT 機器の活用による市民活動支援事業｣の実施（川西市市民協働事業補助金） 

・「新型コロナウイルス感染症」のパンデミックにより、市民活動分野においても、対面での

会議や交流会の開催が制限されるなどさまざまな影響が生じた。一方で、「Zoom」を始めと

する会議ソフトが次々に開発され、ICT機器の活用による活動補完も可能になった。 

・しかし、シニア世代の多い地域活動・地縁活動においては、新たな手法を取り入れることを

ためらう場面も多く、活動不全に陥るケースが少なくなかった。 

・そこで、「川西市市民協働事業補助金」を申請し、コロナ禍で生じるさらなるデジタルデバ

イドを防ぎ市民活動をサポートする事業、「コロナ禍でもアキラメナイ！～ICT機器の活用

による市民活動支援事業～」を実施した。具体的には、オンライン会議や交流会の「体験型

講習会」や「出張相談」によって ICT機器の使いこなしサポートを行った。 

・オンラインの活用は、会場費や交通費の削減になるだけでなく、コミュニティ活動における

共通課題である若い世代や新たな層の参加・参入の解決にもつながるのではないだろうか。

今後のコミュニティ活動の動き方への新たな布石となっていることを願っている。 

 

 

 

 

 

 

⑥ 指定管理事業内で「市民活動・NPO・起業サポート相談」や「女性のための相談」実施 

・詳細は「2020（令和 2）年度センター事業概要」に記載 

 

・2015（平成 27）年度：けやき坂小学校区コミュニティ（けやき坂公民館） 

・2016（平成 28）年度：多田東コミュニティ（コミュニティカフェ「しゃらりん」） 

・2017（平成 29）年度：北陵小学校区コミュニティ（北陵公民館） 

・2018（平成 30）年度：桜小コミュニティ（地域交流室さくら） 

・2019（令和 1）年度：久代小学校区コミュニティ（川西市共同利用施設 久代会館） 

・2020（令和 2）年度：延期 
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（４）啓発事業 

① 指定管理事業内で、公益的な社会貢献活動や男女共同参画に関する講座を実施 

・詳細は「2020（令和 2）年度センター事業概要」に記載 

 

（５）人材育成事業 

① ｢NPO 大学・マナビ塾」2020 の実施（ひょうごボランタリー助成） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・阪神淡路大震災以降、1998（平成 10）年に特定非営利活動促進法（NPO法）が施行され、兵

庫県では全国的にも先駆けて NPO法人の活動が活発に展開されてきた。それらを後方・側面

支援してきた事業がいくつかあるが、初代「NPOマネジメントスクール」やその後の「NPO

大学」もその一つである。これらが県内 NPO法人の持続可能性を支えてきた意義は大きく、

受講者（団体）は延べ 1,000人を越え、受講後に県内各地で牽引役となって活動している

NPO法人も多い。（当法人は法人化直前の 2004年に三井が受講。以降、スタッフが順次受講） 

・一方、NPO法施行から 20年以上が経ち、NPO法人を取り巻く環境も大きく変化している。こ

のようななか、2015（平成 27）年度に、「NPO大学」の長年の実施主体であった「(現)認定

NPO法人 CS神戸」から「継承のバトン」を受け、これまでのコンセプトを大事にしつつ、

かつ、新たな要素も取り入れた事業を継続してきている。 

・当該年度は「マナビ塾 2020」の対象エリアを引き続き阪神地域にし、現地の中間支援力を

さらに高める意味で、「NPO法人あしや NPOセンター」を協力団体に出張セミナーを行った。

協力団体には受講者募集や当日アドバイザーのほか、後日フォローの協力もお願いした。 

・セミナー実施にあたっては、兵庫県立大学教授の當間克雄先生はじめ、「認定 NPO法人 CS

神戸」理事長の中村順子さん、事務局長の飛田敦子さんの全面的なバックアップを受けて、

受講者にとって非常に学びの多いセミナーを開催することができた。その後、受講者と当法

人とのネットワークも生まれている。また、日々の「市民活動・NPO・起業サポート相談」

においてもマネジメント手法を伝えていった。 

 

 

 

 

 

 

② 指定管理事業内で、両センター事業の講座・交流会・相談などで実施 

・詳細は「2020（令和 2）年度センター事業概要」に記載 

概 略 主な収益と費用（単位：円） 

時期 通 年：2020（R2）年 8月～2021（R3）年 3月 

阪神校①：2021（R3）/2/5  13:15-16:45 

阪神校②：2021（R3）/2/19 13:15-16:45 

収益 助成金    500,000 

参加費     38,000 

協力 

団体 

場所 

人数 

阪神校 ：NPO法人あしや NPOセンター 

     （芦屋市立あしや市民活動センター） 

① 10人（7団体） 

②  9人（7団体） 

費用 謝金   221,000 

人件費    228,500 

広報費     33,000 

通信費   5,604 
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（６）政策提言･調査事業 

① 「NPO 共済制度の創設めざして」として NPO スタッフの働き方改革を提案 

② さまざまな課題案件について、市・県などの担当所轄部局と協議・提言 

③ ｢川西市キセラ川西エコまち協議会みどり部会｣に副部会長として参画 

④ ｢川西市参画と協働のまちづくり研修：実践編」で参画 

⑤ 指定管理事業内で、｢川西市新任主任の職員研修」を実施（1 回） 

⑥ 指定管理事業内で、｢川西市参画と協働のまちづくり推進会議」に陪席（4 回） 

⑦ 指定管理事業内で、｢川西市男女共同参画審議会」に陪席（1 回） 

 

 

（７）施設管理･運営事業 

① 川西市市民活動センター・川西市男女共同参画センターの指定管理事業の実施 
 

概 略（第 3 期：3 年目） 主な収益と費用（単位：円） 

時期 2020（R2）年 4月 1日～ 

2021（R3）年 3月 31日 

収益 指定管理料    38,074,000 

利用料金         601,648 

 

場所 川西市市民活動センター 

川西市男女共同参画センター 

費用 人件費        18,283,656 

委託料        12,950,000 

謝金             943,880 

 

・詳細は「2020（令和 2）年度センター事業概要」に記載 
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３-３．2020（令和 2）年度 その他の活動 

1. 川西市「キセラ川西エコまち協議会 みどり部会」副部会長（2021/1/13） 

2. 川西市「キセラ川西せせらぎ公園：管理棟セルフビルドプロジェクトワークショップ」 

「設計・施工ワークショップ」「名付け親ワークショップ」など参加を経て 

川西市「キセラ丸～この指トマレプロジェクト～」を立ち上げ「キセラ丸」オープンに合わせ 

川西市「パークオフィスキセラ丸：オープニングイベント」をプロデュース（2019/5/11）後、

川西市「キセラ丸～この指トマレプロジェクト～」今後の運営管理を考える定例 MTGを主導 

（7/11・8/8・9/9・9/12・10/10・11/14・12/12・2021/1/9・3/13） 

3. 川西市「キセラ川西せせらぎ公園：キセラカフェ」参加 

（①7/11・②9/12・③11/14・④1/9・⑤3/13） 

4. 川西市「子育てフェスティバル」参加（実施せず） 

5. 社会福祉法人川西市社会福祉協議会「評議員会」（6/26・2021/3/31委任状） 

6. 社会福祉法人川西市社会福祉協議会「社協ひだまり基金事業選考委員会」選考委員（応募ナシ） 

7. 兵庫県阪神北県民局「助成金説明会」で「中間支援 NPO法人」の役割と法人紹介（4/10中止） 

8. 兵庫県「東播磨生活創造センター指定管理者候補者選定会議」選定委員（12/21） 

9. 兵庫県「東播磨生活創造センター『かこむ』」審議会」審議委員（2021/3/23） 

10. 兵庫県「災害救援ボランティア活動支援関係団体連絡会議」出席（10/7） 

11. 公益財団法人兵庫県生きがい創造協会「阪神シニアカレッジ」講師 

（2年生：COVID-19の影響で中止・変更数回・10/20・2021/2/9 ／ 1年生：2021/3/4） 

12. 公益財団法人ひょうごコミュニティ財団「評議員会」出席（9/10） 

13. 公益財団法人ひょうごコミュニティ財団「有園基金助成金」選考委員（2021/3/25） 

14. HYOGON（ひょうご市民活動協議会）「賀詞交歓会」Zoom参加（2021/2/17） 

15. ひょうご子育てコミュニティ「総会」Zoom出席（7/31） 

16. ひょうご子育てコミュニティ「幹事会」Zoom出席（第 3木曜日）・「子育て支援メッセ」欠席 

17. ひょうご中間支援団体ネットワーク「世話役団体」あしや NPOセンターと打合せ（8/18） 

18. ひょうご中間支援団体ネットワーク「世話役団体」として「全体会」実施（12/3） 

19. 明石市「社会教育委員」として会議出席（11/24・2021/2/17） 

20. 一般財団法人明石コミュニティ創造協会「ウィズあかし運営委員会」出席（9/25・12/23） 

21. 伊丹市「市民まちづくりプラザ」で講座講師（2021/3/3） 

22. 大阪市「区役所附設会館（北グループ）指定管理予定者選定会議」選定委員（6/30・10/2・8・9） 

23. 大阪市「区役所附設会館（西グループ）指定管理予定者選定会議」選定委員（9/16・10/6） 

24. 大阪市「市民活動総合支援事業（①ポータル改修・②連携促進）」選定委員（2021/2/12・3/10） 

25. 大阪市阿倍野区「コミュニティ育成事業」「新たな地域コミュニティ支援事業」選定委員（12/17・21/2/26） 

26. 大阪市西淀川区「新たな地域コミュニティ支援事業」（12/23・2021/3/2） 

27. 大阪市大正区「新たな地域コミュニティ支援事業」選定委員（2021/2/18） 

28. 大阪市生野区「新たな地域コミュニティ支援事業」選定委員（2021/2/25） 

29. 箕面市「夢の実支援金（みのお市民活動支援金）交付検討会議」審査員（6/28・2021/1/6） 

30. 池田市「公益活動助成金」審査員（2021/3/11・3/25） 

31. 北摂地域「市民活動センター交流会・懇親会」（不参加） 
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４．2020（令和 2）年度 事業収支報告 

 

（１）活動計算書（2020(令和 2)年 4 月 1 日～2021(令和 3)年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.

2 .

3 .

4 .

5 .

1 .

2 .

 

 

市民協働事業収益 17,000

570

5,000

890

167,000

33,055

12,950,000

614,159

0

0

130,321

592

191,430

諸会費

地代家賃

22,401,089

333,000

332,638

1,067,430

784,028

81,820

広告宣伝費

水道光熱費

452,750

42,141

520,274

112,187

5,359

197,859

1,456,561

18,723,248

954,440

1,853,525

賃借料

諸会費

役員報酬

広告宣伝費

通信運搬費

支払手数料

租税公課

人件費計

3,040

修繕費

通信運搬費

賃借料

通勤費

地代家賃

支払手数料

保険料

使用料

会議費

給料手当

調査研究費

活動費

その他経費計

分担金

委託費

人件費計

前期繰越正味財産額 △ 425,370

次期繰越正味財産額 96,067

　　経常費用計 41,746,281

当期正味財産増減額 521,437

法人税等

その他経費計 621,944

管理費計 621,944

107,704

245

雑費 114,746

保険料

会議費

旅費交通費

支払報償費 176,000

（2）その他経費

管理費

（1）人件費

事業費計 41,124,337

雑費

租税公課 1,805,055

旅費交通費

消耗品費

新聞図書費

支払報償費

福利厚生費 44,108

（2）その他経費

法定福利費 1,952,408

（1）人件費

給料手当 15,816,400

42,375,422

Ⅱ 経常費用

事業費

その他収益

受取利息 35

　　経常収益計

事業収益

1,054

自主（収益）事業収益

38,000

ネットワーキング事業収益

ＮＰＯ大学共済事業収益

7,500

1,019

1,600,000

1,390,000 1,390,000

104,000

27,526,330

受取会費

男女共同参画センター事業収益

市民活動センター事業収益 11,233,388

受取助成金

受取助成金等

受取寄付金

受取寄付金 1,600,000

受取会費 104,000

金　　額
Ⅰ 経常収益

(単位：円)

科　　目

自主（非収益）事業収益 5,400 39,280,368

雑収益
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（２）貸借対照表（2021(令和 3)年 3 月 31 日現在） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.

2 .

1 .

2 .

前受金 40,000

未収金

流動資産合計 2,733,133

固定資産

Ⅰ 資産の部

前払費用

立替金 800

流動資産

(単位：円)

科　　目 金　　額

198,165

0

固定資産合計 406,183

（１）有形固定資産

2,185,260

資産合計 3,139,316

Ⅱ 負債の部

負債合計

流動負債合計 3,043,249

短期借入金

未払金

固定負債

0

3,043,249

96,067

Ⅲ 正味財産の部

前期繰越正味財産 △ 425,370

現金預金

仮払金

1,334,348

1,199,820

正味財産合計

当期正味財産増減額 521,437

流動負債

負債及び正味財産合計 3,139,316

固定負債合計

預り金 113,289

工具器具

投資その他の資産計

406,183

406,183

未払法人税等 107,700

597,000
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（３）財務諸表の注記 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（１）

市民活動 男女共同 自主部門
ネットワーキ

ング
ＮＰＯ大学 市民協働 自主（非） 事業費計

（１）

6,700,375 8,632,325 483,700 15,816,400

420,200 534,240 954,440

883,025 1,069,383 1,952,408

8,003,600 10,235,948 0 0 483,700 0 0 18,723,248

（２）

25,920 18,188 44,108

464,881 478,999 483,681 29,000 1,456,561

12,103 14,854 8,608 5,880 696 42,141

消耗品費 341,592 134,297 7,407 300 24,871 11,567 240 520,274

新聞図書費 62,274 49,913 112,187

会議費 3,285 2,074 5,359

諸会費 0

広告宣伝費 74,790 74,790 48,279 197,859

水道光熱費 1,767,844 85,681 1,853,525

修繕費 333,000 333,000

通信運搬費 172,658 140,669 19,311 332,638

地代家賃 297,445 4,640 642,221 123,124 1,067,430

支払手数料 687,075 93,983 2,860 110 784,028

保険料 71,510 10,310 81,820

使用料 529,137 54,442 30,580 614,159

調査研究費 890 890

活動費 11,000 156,000 167,000

賃借料 3,430 7,600 18,875 3,150 33,055

委託料 12,950,000 12,950,000

租税公課 510,577 1,271,060 20,941 341 1,727 409 1,805,055

0

0

3,228,292 17,278,623 325,793 17,319 1,189,041 183,085 178,936 22,401,089

11,231,892 27,514,571 325,793 17,319 1,672,741 183,085 178,936 41,124,337

期首取得価額 取得 期末取得価額 減価償却累計額 期末帳簿価額

406,183 406,183 406,183

0 406,183 406,183 0 406,183

期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

897,000 1,300,000 1,600,000 597,000役員借入金

(単位：円)

雑費

その他経費計

人件費計

その他経費

科　　目

旅費交通費

借入金の増減内訳

合　　計

支払報償費

福利厚生費

分担金

(単位：円)

科　　目

借入金の増減は以下の通りです。

(単位：円)

重要な会計方針

財務諸表の作成は、NPO法人会計基準（２０１０年７月２０日　２０１１年１１月２０日一部改正　ＮＰＯ法人会計基
準協議会）によっています。

事業費の内訳

人件費

給料手当

通勤費

科　　目

消費税等の会計処理

事業費の区分は以下の通りです。

消費税等の会計処理は、税込経理方式によっています。

什器備品

固定資産の増減は以下の通りです。

固定資産の増減内訳

法定福利費

合　　計
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（４）財産目録（2021(令和 3)年 3 月 31 日現在） 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

1.

2 .

1 .

2 .

流動負債

Ⅱ 負債の部

資産合計

市民協働事業講習参加費 9,000

コロナ事業補助金 190,000

前受金

800

火災保険料

貸室申請書作成費

9,080

11,440

固定資産合計

（１）有形固定資産

短期借入金

200,000

事務所利用料4月分～5月分

立替金

グループロッカー用カゴ代

未払金

40,000

未払法人税

3,043,249

正味財産 96,067

負債合計

113,289

204,091

305,104

NPO関係未払給与 483,700

源泉所得税1月～3月

107,700

社会保険料3月分

未払消費税

固定負債合計

預り金

0

固定負債

(単位：円)

科　　目 金　　額

Ⅰ 資産の部

現金預金

流動負債合計 3,043,249

397,000

手許現金

三井　ハルコ
久　隆浩

　　　　　　  三井住友銀行　川西支店

流動資産合計

その他6件 38,118

普通預金　三井住友銀行　川西支店

　　　　　　　尼崎信用金庫　川西支店

流動資産

1,000,000

406,183

406,183

市民協働事業経費

150,947

1,003,300

電気代3月分

345,194

218,834

753,227

17,093

104,905

2,733,133

72,740

820

3,139,316

未収金

中間支援活動助成金

パソコン3台

前払費用

印刷コピー代

損害保険料

家賃4月分

固定資産



20 

（５）事業別活動計算書（2020(令和 2)年 4 月 1 日～2021(令和 3)年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（単位：円）

市民活動

センター

男女共同

参画

センター

自主
(CCスペース）

計

人材育成・提

言

（NPO大学）

（NPO共済）

ネット

ワーキング

（つながりカ

フェ・協働事

業）

市民協働事業
自主

（つどい）
計

受取会費（自主） 160,000 0 104,000 104,000 104,000 106,000 98.1%

受取寄付金 2,000,000 0 1,600,000 1,600,000 1,600,000 3,531,999 45.3%

受取助成金 1,000,000 0 1,000,000 190,000 200,000 1,390,000 1,390,000 1,000,000 139.0%

事業収益 870,000 40,810 43,260 452,750 536,820 38,000 7,500 17,000 5,400 67,900 604,720 631,940 95.7%

利用料収益 1,962,000 464,578 137,070 601,648 0 601,648 1,754,301 34.3%

受託金収益 35,389,000 10,728,000 27,346,000 38,074,000 0 38,074,000 35,389,000 107.6%

受取利息 1,005 33 33 2 2 35 32 109.4%

雑収益 0 519 500 1,019 0 1,019 2,908 35.0%

収入合計 41,382,005 11,233,907 27,526,863 452,750 39,213,520 1,038,000 7,500 207,000 1,909,402 3,161,902 42,375,422 42,416,180 99.9%

給料手当 15,903,000 6,700,375 8,632,325 15,332,700 483,700 483,700 15,816,400 15,293,975 103.4%

通勤費 843,000 420,200 534,240 954,440 0 954,440 837,340 114.0%

法定福利費 1,999,000 883,025 1,069,383 1,952,408 0 1,952,408 1,689,585 115.6%

福利厚生費 52,000 25,920 18,188 44,108 0 44,108 44,012 100.2%

支払報償費 1,270,000 464,881 478,999 943,880 483,681 29,000 512,681 1,456,561 1,325,350 109.9%

旅費交通費 145,000 12,103 14,854 26,957 5,880 8,608 696 15,184 42,141 82,357 51.2%

消耗品費 763,000 341,592 134,297 7,407 483,296 24,871 300 11,567 240 36,978 520,274 781,966 66.5%

新聞図書費 92,000 62,274 49,913 112,187 0 112,187 139,550 80.4%

会議費 12,000 3,285 2,074 5,359 0 5,359 10,778 49.7%

諸会費 0 0 0 0 0 #DIV/0!

広告宣伝費 172,000 74,790 74,790 149,580 48,279 48,279 197,859 146,492 135.1%

水道光熱費 2,028,000 1,767,844 1,767,844 85,681 85,681 1,853,525 1,720,800 107.7%

修繕費 324,000 333,000 333,000 0 333,000 668,910 49.8%

通信運搬費 306,000 172,658 140,669 313,327 19,311 19,311 332,638 327,282 101.6%

地代家賃 1,076,000 297,445 297,445 642,221 4,640 123,124 769,985 1,067,430 490,847 217.5%

支払手数料 150,000 687,075 93,983 781,058 2,860 110 2,970 784,028 36,452 2150.9%

保険料 76,000 71,510 71,510 10,310 10,310 81,820 73,560 111.2%

使用料 759,000 529,137 54,442 583,579 30,580 30,580 614,159 654,493 93.8%

調査研究費 12,000 0 890 890 890 0 #DIV/0!

活動費 320,000 11,000 156,000 167,000 0 167,000 224,000 74.6%

賃借料 44,000 0 7,600 3,430 18,875 3,150 33,055 33,055 24,830 133.1%

委託費 12,833,000 12,950,000 12,950,000 0 12,950,000 12,831,536 100.9%

租税公課 1,353,000 510,577 1,271,060 20,941 1,802,578 1,727 341 409 2,477 1,805,055 1,577,873 114.4%

分担金 0 0 0 0 0 #DIV/0!

雑費 6,000 0 0 0 0 #DIV/0!

事業費計 40,538,000 11,231,892 27,514,571 325,793 39,072,256 1,672,741 17,319 183,085 178,936 2,052,081 41,124,337 38,981,988 105.5%

支払報償費 160,000 0 176,000 176,000 176,000 462,400 38.1%

旅費交通費 0 0 3,040 3,040 3,040 1,360 223.5%

会議費 0 0 0 0 0 #DIV/0!

広告宣伝費 100,000 0 0 0 0 #DIV/0!

通信運搬費 130,000 0 130,321 130,321 130,321 114,371 113.9%

支払手数料 200 0 592 592 592 1,132 52.3%

地代家賃 160,000  0 191,430 191,430 191,430 756,583 25.3%

賃借料 0 0 570 570 570 0 #DIV/0!

租税公課 3,500 0 245 245 245 831 29.5%

諸会費 12,000 0 5,000 5,000 5,000 17000 29.4%

保険料 0 0 0 0 2,000 0.0%

雑費 60,000 0 114,746 114,746 114,746 262,515 43.7%

管理費計 625,700 0 0 0 0 0 0 0 621,944 621,944 621,944 1,618,192 38.4%

41,163,700 11,231,892 27,514,571 325,793 39,072,256 1,672,741 17,319 183,085 800,880 2,674,025 41,746,281 40,600,180 102.8%

法人税等 82,000 1,500 9,404 96,800 107,704 0 107,704 173,800 62.0%

136,305 2,015 2,888 30,157 33,560 -634,741 -9,819 23,915 1,108,522 487,877 521,437 1,642,200 31.8%

事
業
収

益

事
業

費

管
　

理
　
費

経常費用合計

収支差額

勘定科目 当初予算額

収益事業 非収益事業

当期実績額 前期実績額 前期比
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※ 経営状況グラフ 
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監査報告書 

 

 

特定非営利活動法人 市民事務局かわにし 2020（令和 2）年度事業ならびに 2020（令和 2）

年度事業会計収支について監査したところ、適正かつ適切に処理されていることを報告しま

す。（※原本は監事両人の自著・押印あり） 

 

 

2021（令和 3）年 5 月 20 日 

 

 

 

監事   横田 信之      印 

 

 

監事   津久井 進      印 
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■ 参考資料① 2021（令和 3）年度 事業計画 

 

１．2021（令和 3）年度 事業実施の方針 

 

 かのドラッカー氏も述べているように、非営利組織の経営・統治は、営利組織のそれより難し

いと言われる。ミッション優位のマネジメントやフラット型組織ガバナンスの観点からであろ

う。2021（令和 3）年 4月 22日で設立 16年となった｢市民事務局かわにし」もこの課題は免

れ得ない。当法人は 2001（平成 13）年に設置の「川西市市民活動促進準備委員会」（5月～12

月）を母体とし、その後、いくつかの任意団体を経て「中間支援組織」NPOとして設立に至っ

た。当初は「中間支援組織」の意義や役割への理解が進まず、存続が危ぶまれる時期もあった。

そののちも、幾度かの疾風怒濤をくぐり抜けて今に至る。ここまで存続できたのは、ひとえに

会員のみなさまをはじめとする多くのかたがたのご支援の賜物にほかならない。貴い支えに心

から感謝すると同時に、その信頼に応えるべく、これからも弛まぬ努力を続けていきたい。 

 一方、昨年来の「新型コロナウィルス感染症」パンデミックで社会は一変している。世界中の

誰もが平等に感染リスクを負う「当事者」となったいま、「新型コロナウィルス感染症」との

共存・克服に必要なのは、世界的な視座での「利己」から「利他」へのパラダイムシフトでは

ないだろうか。それが「縦糸」ならば、織り込んでいく「緯糸」は「市民」のエンパワメント

による「solidarity（連帯）」ではないかと考える。2021（令和 3）年度も、この状況下で「中

間支援組織」が「できること」「成すこと」を見据えた事業展開をしていきたい。 

(1) 2019（令和元）年度から強化した事務局体制で、事務局長・事業マネージャーとともに、能動

的な事務局運営を行っていく。「間に立ってつなぐ」事業において、当法人の持つ情報やネッ

トワークの豊富さを会員メリットとして実感していただき、新規会員も募っていきたい。 

(2) 2014（平成 26）年 7月に移転した事務所では、「CCスペース」として専門性を持った方々に有

料使用していただくほか、「事務スペース」での机単位の「利用パートナー制度」も継続する。 

(3) 当法人の特徴的な事業の「つながりカフェ」（「まちづくり井戸端会議」）や、これをモデルに

猪名川町で実施中の「つながり～いな☆カフェ」での「場」の運営サポートは、「ポスト新型

コロナ社会」における「場づくり」を意識して継続していく。「川西市テーマ型協働事業」で

の「場づくり支援」や「川西市市民協働事業補助金」での「ICTサポート」も同様に行う。 

(4) JR福知山線列車事故被害者支援の「総合的な情報相談」と「語りあい、分かちあいのつどい」

（被害者同士の交流の場）については、国益に寄与する自主事業として継続していく。 

(5) ｢認定 NPO法人 CS神戸」から継承した「NPO大学・マナビ塾」については、助成金事業ながら、

当法人らしさが徐々に醸し出されているところである。2019（令和元）年度からの半日セミナ

ー・2回実施方式が効果的なので、引き続き助成金申請をして実施していきたい。 

(6) 中心となる「川西市市民活動センター」「川西市男女共同参画センター」の指定管理者事業は、

第 3期（5年間）4年次で、こちらも「ポスト新型コロナ社会」を見据え、「5 つの方針」のも

と、行政との協働モデルとして引き続き鋭意取り組んでいく。 
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２．2021（令和 3）年度 特定非営利に係る事業 

 

（１）情報収集･提供事業 

① 地域のさまざまな情報を収集し WEBサイト・ブログなどで情報を提供（通年） 

WEBサイトについては、NPO法改正による公告義務を契機に内閣府のサイトを活用 

② 会員向けニューズレターの代替としてハガキやカードなどの送付（1～2回/年） 

③ 指定管理事業内で両センターに寄せられる情報を分かりやすく集約して情報提供 

 

（２）ネットワーキング事業 

① 「つながりカフェ」（「まちづくり井戸端会議」交流つどい場）を継続実施（１回/月） 

② 「関西 NPO支援センターネットワーク（KNN）」に参画 

③ 「ソーシャルビジネス支援ネットワークかわにし」（日本政策金融公庫）で連携事業 

④ 「ひょうごコミュニティ財団」評議員／「ひょうご子育てコミュニティ」幹事として参画 

⑤  指定管理事業内で様々な交流会を実施 

 

（３）相談･支援事業 

① 「市民活動・NPO・起業サポート相談」の実施（専門性を必要とする相談を有償で実施） 

②  JR福知山線列車事故被害者支援 

③ 「つながり～いな☆カフェ」（猪名川町）の運営サポート継続（中間支援組織立上げを含む） 

④ 川西市「テーマ型協働事業」でコミュニティ単位の「まちづくり井戸端会議」を実施 

⑤ 川西市「市民協働事業補助金」で地縁団体などの「ICTサポート」実施 

⑥  指定管理事業内で「市民活動・NPO・起業サポート相談」「女性のための相談」の実施 

 

（４）啓発事業 

① 指定管理事業内で、公益的な社会貢献活動や男女共同参画に関する講座を実施 

 

（５）人材育成事業 

① 「NPO大学・マナビ塾 2021」の実施（ひょうごボランタリー基金助成事業） 

②  指定管理事業内で、両センター事業の講座・交流会・相談などで実施 

③ 「起業」支援を軸に、活動や相談業務としての場所を提供（事務所活用） 

 

（６）政策提言･調査事業 

① ｢NPONGO共済制度」（全国 NPO事務支援カンファレンス）の動きに参画（「NPO共済制度の

創設めざして」の継承） 

② さまざまな課題案件について、市・県などの担当所轄部局との協議や提言活動を継続 

③ ｢川西市キセラ川西エコまち協議会みどり部会｣に副部会長として参画 

④ ｢川西市参画と協働のまちづくり研修：実践編」で参画 

⑤ 指定管理事業内で「川西市職員研修」を実施（1回） 

⑥ 指定管理事業内で「川西市参画と協働のまちづくり推進会議」に陪席 

⑦ 指定管理事業内で「川西市男女共同参画審議会」に陪席 

 

（７）施設管理･運営事業 

① 川西市市民活動センター・川西市男女共同参画センターの指定管理事業の実施 
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■ 参考資料② 2021（令和 3）年度 収支予算 

 

１．活動予算書（2021(令和 3)年 4 月 1 日～2022(令和 4)年 3 月 31 日） 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(単位：円）

Ⅰ　経常収益

1

2

3

中間支援活動助成金

4

60,000

36,000

5

受取利息 5

　経常収益計

Ⅱ　経常費用

1

   福利厚生費（健康診断） 52,000

　　諸会費 0

　　WEBサイト初期費用 102,000

0

2

　　会議費 0

　　租税公課 1,000

　　諸会費 12,000

経常費用計

　法人税等

　　分担金

　　賃借料 0

　　保険料 2,000

　　支払い手数料 1,000

　　地代家賃 500,000

　　広告宣伝費 100,000

　　通信運搬費 130,000

(1 )その他の経費

　　旅費交通費 0

　　賃借料

　　租税公課

2,056,000

327,000

294,000

576,000

77,000

892,000

12,000

290,000

33,400

1,351,000

　　委託料 12,950,000

　　支払手数料 45,000

　　水道光熱費

　　保険料

　　使用料

　　調査研究費

　　活動費

　　修繕費

　　通信運搬費

　　地代家賃

雑収益 55,000 55,005

　　通勤費

17,000

　　広告宣伝費 137,000

850,000

　　支払報償費

　　旅費交通費

　　消耗品費

　　新聞図書費

1,243,000

82,000

874,000

116,000

　　会議費

　当期正味財産増減額

　次期繰越正味財産額 833,072

956,000

40,458,000

　　雑費 50,000

96,067　前期繰越正味財産額

737,005

管理費計

82,000

   その他経費計 956,000

　　その他経費計 21,533,500

事業費計 39,502,000

管理費

　　支払報償費 160,000

　　雑費 7,100

41,277,005

事業費

（1）人件費

　　給料手当

　　人件費計

（2）その他経費

　　法定福利費

15,119,500

1,999,000

17,968,500

事業収益

その他収益

市民活動センター事業収益

男女共同参画センター事業収益

自主事業収益（CCスペース） 360,000

10,076,000

27,830,000

38,362,000

NPO大学マナビ塾事業収益

ネットワーキング事業収益

受取寄付金

2,000,000

受取助成金等

700,000

科　　目 金額（単位：円）

受取会費

160,000

正会員受取会費

賛助会員受取会費

100,000

60,000

その他民間助成金 200,000

受取寄付金

500,000
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２．事業別活動計算書（2021(令和 3)年 4 月 1 日～2022(令和 4)年 3 月 31 日） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市民活動

センター

男女共同参画

センター

自主

（CCスペース）
計

人財育成・提言

（NPO大学）

NW・相談

（つながりカフェ ・

テーマ型協働）

市民協働事業
自主

（つどい）
計

受取会費（自主） 160,000 0 0 0 0 0 0 0 160,000 160,000 160,000

受取寄付金 2,000,000 0 0 0 0 0 0 0 2,000,000 2,000,000 2,000,000

受取助成金 1,000,000 0 0 0 0 500,000 0 200,000 0 700,000 700,000

事業収益 762,000 50,000 211,000 360,000 621,000 60,000 36,000 0 5,000 101,000 722,000

利用料収益 1,930,000 718,000 1,212,000 0 1,930,000 0 0 0 0 0 1,930,000

受託金収益 36,474,000 9,308,000 26,406,000 0 35,714,000 0 0 50,000 0 50,000 35,764,000

受取利息 1,005 0 1,000 0 1,000 0 0 0 5 5 1,005

雑収益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

収入合計 42,327,005 10,076,000 27,830,000 360,000 38,266,000 560,000 36,000 250,000 2,165,005 3,011,005 41,277,005

給料手当 15,303,000 6,386,000 8,475,000 0 14,861,000 216,500 42,000 0 0 258,500 15,119,500

通勤費 850,000 381,000 469,000 0 850,000 0 0 0 0 0 850,000

法定福利費 1,999,000 918,000 1,081,000 0 1,999,000 0 0 0 0 0 1,999,000

福利厚生費 52,000 26,000 26,000 0 52,000 0 0 0 0 0 52,000

支払報償費 1,400,000 374,000 578,000 0 952,000 261,000 0 30,000 0 291,000 1,243,000

旅費交通費 87,000 24,000 22,000 0 46,000 10,000 1,000 5,000 20,000 36,000 82,000

消耗品費 812,000 358,000 346,000 0 704,000 12,000 5,000 150,000 3,000 170,000 874,000

新聞図書費 116,000 70,000 46,000 0 116,000 0 0 0 0 0 116,000

会議費 12,000 6,000 6,000 0 12,000 0 0 5,000 0 5,000 17,000

諸会費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広告宣伝費 122,000 46,000 46,000 0 92,000 35,000 0 10,000 0 45,000 137,000

水道光熱費 2,056,000 0 1,971,000 0 1,971,000 0 0 0 85,000 85,000 2,056,000

修繕費 327,000 174,000 153,000 0 327,000 0 0 0 0 0 327,000

通信運搬費 298,000 144,000 144,000 0 288,000 6,000 0 0 0 6,000 294,000

地代家賃 576,000 0 0 200,000 200,000 300,000 76,000 0 0 376,000 576,000

支払手数料 150,000 15,000 29,000 0 44,000 0 0 0 1,000 1,000 45,000

WEBサイト管理費用 102,000 51,000 51,000 0 102,000 0 0 0 0 0 102,000

保険料 76,000 1,000 73,000 0 74,000 1,000 0 0 2,000 3,000 77,000

使用料 831,000 720,000 81,000 0 801,000 11,000 0 50,000 30,000 91,000 892,000

調査研究費 12,000 6,000 6,000 0 12,000 0 0 0 0 0 12,000

活動費 322,000 29,000 261,000 0 290,000 0 0 0 0 0 290,000

賃借料 37,000 3,000 5,000 0 8,000 6,400 7,000 0 12,000 25,400 33,400

委託料 12,950,000 0 12,950,000 0 12,950,000 0 0 0 0 0 12,950,000

租税公課 1,352,000 341,000 1,008,000 0 1,349,000 0 2,000 0 0 2,000 1,351,000

分担金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

雑費 6,000 3,000 3,000 0 6,000 1,100 0 0 0 1,100 7,100

事業費計 39,848,000 10,076,000 27,830,000 200,000 38,106,000 860,000 133,000 250,000 153,000 1,396,000 39,502,000

支払報償費 160,000 0 0 0 0 0 0 0 160,000 160,000 160,000

旅費交通費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

会議費 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

広告宣伝費 100,000 0 0 0 0 0 0 0 100,000 100,000 100,000

通信運搬費 130,000 0 0 0 0 0 0 0 130,000 130,000 130,000

支払手数料 1,000 0 0 0 0 0 0 0 1,000 1,000 1,000

地代家賃 500,000 0 0 0 0 0 0 0 500,000 500,000 500,000

賃借料 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

租税公課 1,000 0 0 0 0 0 0 0 1,000 1,000 1,000

諸会費 12,000 0 0 0 0 0 0 0 12,000 12,000 12,000

保険料 2,000 0 0 0 0 0 0 0 2,000 2,000 2,000

雑費 50,000 0 0 0 0 0 0 0 50,000 50,000 50,000

管理費計 956,000 0 0 0 0 0 0 0 956,000 956,000 956,000

40,804,000 10,076,000 27,830,000 200,000 38,106,000 860,000 133,000 250,000 1,109,000 2,352,000 40,458,000

 法人税等 82,000 0 82,000 82,000 82,000

1,441,005 0 0 160,000 160,000 -300,000 -97,000 0 974,005 577,005 737,005

（単位：円）

勘定科目
前期

予算額

収益事業 非収益事業

合計

事

業

収

益

事

業

費

管

理

費

支出計

経 常 収支 差額
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 参考資料③ 2021（令和 3）年度 事業実施体制 

 

１．法人役員・事務局（2021(令和 3)年 4 月 1 日～） 

 

 

 

２．指定管理事業（2021(令和 3)年 4 月 1 日～） 

 

 職  名 氏  名 

役 

員 

理事長 

理事 

理事 

理事 

理事 

監事 

監事 

三井 ハルコ 

久  隆浩 （近畿大学 総合社会学部 教授） 

嶋﨑 眞二 （和泉屋勘兵衛 建築デザイン室 代表） 

佐野 惠美子（SANO企画・画廊シャノワール 代表） 

吉岡 博充 （特定非営利活動法人 市民事務局かわにし 事務局長） 

横田 信之 （横田信之税理士事務所 代表） 

津久井 進  （芦屋西宮市民法律事務所 弁護士） 

事 

務 

局 

総事業統括 

事務局長 

事業マネージャー 

事務局スタッフ 

事務局スタッフ 

事務局スタッフ 

事務局スタッフ 

事務局スタッフ 

三井 ハルコ（理事長） 

吉岡 博充  （理事 2020/6/1- ） 

吉尾 豊 

三宅 紀代子（会計・税務） 

藤森 啓子 

赤木 牧子  （旧姓：西村） 

中山 恵 

岡田 孝子  （2020/4/1- ） 

 職  名 氏  名 

常 

勤 

センター長 （全体統括） 

マネージャー（男女共同参画担当） 

マネージャー（市民活動担当） 

スタッフ  （市民活動担当） 

スタッフ  （男女共同参画担当） 

三井 ハルコ 

藤森 啓子 

赤木 牧子（旧姓：西村） 

吉尾 豊 

岡田 孝子（2020/4/1- ） 

非 

常 

勤 

スタッフ  （両事業担当・会計・税務） 

スタッフ  （両事業担当） 

スタッフ  （両事業担当） 

専門相談員 （「女性のための相談」担当） 

専門相談員 （「女性のための相談」担当） 

三宅 紀代子 

中山 恵 

吉岡 博充 

業務内容の秘匿性のため氏名掲載せず 

業務内容の秘匿性のため氏名掲載せず 
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特定非営利活動法人 市民事務局かわにし 

tel / 072-774-7333 
fax / 072-774-7334 

mail / jim@jttk.zaq.ne.jp 
〒666‐0015 川西市小花 1 丁目 9 番 1-301 号（あさのビル） 


	紙）211218
	2020（R2）【事業報告書】入稿用（本文）211218
	2020（R2）【事業報告書】入稿用（目次）211218

